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令和２年度当初予算案における主要な施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 部 局 名   

危機管理防災部  

 

 

 

 

 

 



－総括１－ 

 

新規事業及び重要事業総括表 

 

 

Ⅰ 総 額 

 

 【一般会計】 

区分 令和２年度 令和元年度 伸び率 

予算総額 ５，０６５，０２１千円 ６，８３５，０６０千円 △２５．９％ 

一般会計構成比 ０．３％ ０．４％ － 

 

  【埼玉県災害救助事業特別会計】 

予算総額 ７９１，５６８千円 ７６６，２１５千円 ３．３％ 

 

 

 

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策                       （単位 千円） 

 

１ 危機や災害に備える 

  Ｐ １ 新規  危機管理防災体制の強化【危機管理課・消防防災課】      ７４，１３３ 

  Ｐ ２ 新規 東京2020オリンピック・パラリンピック消防・救急体制の整備 

                             【消防防災課】  １７０，７１７ 

  Ｐ ３  一部新規  被災者支援制度の拡充【消防防災課】            １８０，６００ 

  Ｐ ４     九都県市合同防災訓練の実施【消防防災課】         １７０，９８２ 

  

  Ｐ ５     地上系防災行政無線の再整備【消防防災課】       １，４５３，９８８ 

  Ｐ ６    減災に向けた自助と共助の促進【危機管理課】         ２３，００１ 
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危機管理防災体制の強化 

 

担当 危機管理課 危機管理担当  

 内線 ８１３２         

担当 消防防災課 災害対策担当  

 内線 ８１８１         

 

１ 目 的 

  災害の規模や種類に応じて様々な官民の機関を連結させるとともに、災害時の

情報収集・共有機能を充実することで、危機管理防災体制の強化を図る。 

 

２ 事業内容 

（１）災害対策本部の機能強化（埼玉版ＦＥＭＡ）（予算額 ７，２３３千円） 

  平時から災害ごとのシナリオを作成し、図上訓練を繰り返すことで、関係機

関が一層協力できる体制を構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）被災地での的確な情報収集（予算額 ２，１２４千円） 

  災害対策本部の各支部にタブレット端末を整備し、現場の状況を迅速に伝達 

 

（３）災害・被害情報の共有（予算額 ６４，７７６千円） 

  危機管理防災センターの大型映像装置改修 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 令和２年度予算額 ７４，１３３千円

新 規 

（本部会議室 大型映像装置） （本部会議室 大型映像装置） 

災害ごとの 

シナリオ作成 
 
・災害による事態想定 

 

・役割分担、対処事項 

 

・時系列の行動計画 

 （タイムライン） 

 シナリオに基づく 

図上訓練 
 
・シナリオの検証 

 

課題の抽出・ 

シナリオ更新 
 
・更なる協力体制の構築 

① ② ③ 
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東京2020オリンピック・パラリンピック消防・救急体制の整備 

 

担当 消防防災課 消防広域担当  

 内線 ８１７３         

 

１ 目 的 

  東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に万全を期すため、県

内消防本部におけるテロ災害への備えの充実を図る。 

 

２ 事業内容 

  県内消防本部を対象に、テロ災害対応資機材の購入費用や応援部隊の活動に要

する経費を補助する。 

 

（１）事業スキーム （国庫10/10） 
 

 

 

 

 

 

（２）補助対象 

  ア テロ災害対応資機材購入費用 

    除染シャワー、陽圧式防護服、化学剤検知器、防毒マスクなど 

 

   

 

  イ 応援部隊の活動に要する経費 

    車両の燃料費、隊員の時間外手当、旅費など 

 

３ 令和２年度予算額 １７０，７１７千円 

 

 

 

国 県 

新 規 

陽圧式防護服 化学剤検知器 

 

除染シャワー 

消防本部 
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 被災者支援制度の拡充  

 

                      担当 消防防災課 災害対策担当 

                      内線  ８１８１ 
 

１ 目 的 

 県と全市町村共同による「埼玉県・市町村被災者安心支援制度」の対象を災害

救助法が適用されない市町村の半壊世帯に拡げ、被災者支援の充実を図る。 

 

２ 事業内容 

（１）県・市町村生活再建支援金（予算額 ９８，４００千円） 

   被災者生活再建支援法が適用されない市町村の全壊、大規模半壊世帯 

  への支援金支給 

 

（２）半壊特別給付金（新規）（予算額 ７５，０００千円） 

   災害救助法が適用されない市町村の半壊世帯への給付金支給 
 

（３）県・市町村家賃給付金（予算額 ７，２００千円） 

    特別な理由により民間賃貸住宅に入居した全壊世帯への家賃給付 
 
 
［住宅被害に対する支援制度］ 

※ 災害救助法の応急修理と併給不可 
 

３ 令和２年度予算額 １８０，６００千円 

 災害救助法 

被災者生活再建 

支援法 

埼玉県・市町村 

被災者安心支援制度 

生活再建支援金 
１市町村 

全壊１０世帯以上 

生活再建支援金 
１市町村 

全壊１０世帯未満 

半壊特別給付金(※) 

【新規】 

全壊 

    

大規模

半壊 

    

半壊 

    

支給額 

５０万円 
 

一部新規 

基礎支援金 

100 万円 

基礎支援金 

 50 万円 
 

 

住宅の応急修理 

595,000 円 

以内 

加算支援金 

建設・購入 

200 万円 

補 修  

100 万円 

賃 貸 

 50 万円 

応急仮設住宅 

の供与 

   支給額 

５０万円 

基礎支援金 

100 万円 
加算支援金 

建設・購入 

200 万円 

補 修  

100 万円 

賃 貸 

 50 万円 

基礎支援金 

 50 万円 
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九都県市合同防災訓練の実施  

 

                      担当 消防防災課 防災訓練担当 

                      内線  ８１８６ 
 

１ 目 的 

 九都県市合同防災訓練（中央会場）を実施し、関係機関の連携の強化、災害対

応力の向上及び県民の防災意識の高揚を図る。 

 

２ 事業内容                 

（１）日時等 

  実施日 令和２年１１月１日（日） 

  会 場 ＳＫＩＰシティ及び川口市内各所 

  主 催 埼玉県、川口市 

   

（２）内 容 

  〇 東京湾北部地震（最大震度６強）が発生し、川口市内にも大きな被害が生 

   じたことを想定した訓練 

   ・ 消防、警察、自衛隊、民間団体等の連携による救出救助訓練 

   ・ 災害時医療機関対応訓練、住民による避難・救護訓練 

   ・ 電気、ガス、水道、通信事業者によるライフライン復旧訓練 

   ・ 帰宅困難者対策訓練、 

  〇 行政機関や民間団体による防災体験や展示 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       

 

 

 

 

 

 

３ 令和２年度予算額 １７０，９８２千円 

 

 

 

救出救助訓練 災害時医療機関対応訓練 

毛布担架による傷病者搬送体験 帰宅困難者対策訓練 
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地上系防災行政無線の再整備  

 

   担当 消防防災課 防災情報無線担当 

   内線 ３１７７ 

 

１ 目 的 

  地上系防災行政無線の再整備を行うことで、大規模災害時における情報収集・

伝達手段の確保を図る。 

２ 事業内容 

（１）事業期間 

平成２９年度～令和２年度 

 

（２）総事業費 

   ５，７２１百万円  

 

（３）再整備の概要 

   ア 施工箇所 

    県庁統制局､中継局､県地域機関、 

   市町村､防災関係機関 ２４６か所 

 

  イ スケジュール 

    

 

 

 

 

（４）令和２年度事業 

ア 県庁統制局、危機管理防災センター、地域振興センター、 

県土整備事務所など              ３７か所 

  無線設備、電源設備、端末設備の整備 

イ 県地域機関、市町村、消防本部、防災関係機関 ２０６か所 

  端末設備の整備 

 

３ 令和２年度予算額 １，４５３，９８８千円  

 

 

 

 

  H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

本 体 工 事         

電 源 設 備 工 事     

端 末 設 備 工 事     

県庁統制局 

中継局 

県地域機関 

市町村 

防災関係機関 

堂平山中継局 

秩父高原中継局 
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減災に向けた自助と共助の促進  

 

                      担当 危機管理課 震災予防担当 

                      内線  ８１４１ 
 

１ 目 的 

 首都直下地震等の大規模災害に備え、県民の自助・共助の取組を促進し、災害

発生時の被害軽減を図る。 

 

２ 事業内容 

（１）イツモ防災事業（予算額 ８，５３２千円） 

  防災講座、ワークショップ、啓発冊子の配布 

 などにより、家具固定や水・食料の備蓄など 

 自助の取組の一層の普及を図る。 

 

（２）自主防災組織育成事業 

   （予算額 １１，５４０千円） 

  防災資機材整備に対する助成や研修・訓練へ 

 の講師派遣などを行い、自主防災組織の設立や 

 活性化に取り組む市町村を支援する。 

 

（３）災害ボランティア団体支援事業 

   （予算額 ７９６千円） 

   県内の災害ボランティア団体が災害時対応 

  等について話し合う場を提供し、ネットワー 

  ク活動の活性化を支援する。 

 

（４）減災目標現況調査（予算額 ２，１３３千円） 

 埼玉県震災対策行動計画の減災目標に対する現状を調査し、計画の 

 見直しに生かす。 

 

３ 令和２年度予算額 ２３，００１千円 

 

災害図上訓練 ＤＩＧ 

イツモ防災ワークショップ 


